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Ⅲ　生物多様性国際シンポジウム

■　開　会
挨拶：兵庫県副知事　金澤　和夫

■　基調講演
東京大学大学院農学生命科学研究科教授
　鷲谷いづみ氏

■　ポスターセッション

■　セッション１
京都大学生態学研究センター准教授　大園氏

京都大学生態学研究センター長　椿氏
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西太平洋・アジア地域の生物多様性ネットワーク
　谷内氏

大メコン河流域環境活動センター
　ジェームス・ピータース氏

国際連合大学高等研究所研究員　中尾氏

■　セッション２
NPO法人こども環境活動支援協会　戸田氏

日本自然保護協会､CBD市民ネットワーク　道家氏

三木自然愛好研究会　小倉氏

兵庫・水辺ネットワーク　安井氏
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野生生物保全論研究会タイ支部タイ・カントリープロ
グラム・ダイレクター
アナック・パッタナヴィボーン氏

■　総合セッション（パネルディスカッション）

■　閉　会
挨拶：（財）ひょうご環境創造協会
　　　　理事長　青山　善敬

概　要
　2010年は国連が定める「国際生物多様性年」にあ
たること、また生物多様性条約第10回締約国会議
（CBD　COP10）のプレイベントとして、アジア太
平洋地球変動研究ネットワーク(APN)は、兵庫県、兵
庫県立人と自然の博物館、財団法人ひょうご環境創造
協会、財団法人国際エメックスセンターと共催で、
2010年９月９日、神戸市中央区の兵庫県公館におい
て、約350人の参加のもと、生物多様性国際シンポジ
ウム「すべてのいのちが共生する兵庫を私たちの手
で未来へ★生物多様性を考えるNGO・NPO、市民の
Hyogo対話★」を開催しました。
　このシンポジウムは、各地域における様々な活動か
ら得られた生物多様性に関する知識の共有の重要性を
理解し、議論していく上でのプラットフォームとし
て、参加者に機会を提供しました。
　シンポジウムは、大きく以下の４つのセッションで
行われました。
　・基調講演「私たちの未来と生物多様性」、
　・セッション１「生物多様性と生態系サービス」、
・セッション２「生物多様性とNGO・NPO、市民
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の関わり」、
　・総合セッション「パネルディスカッション」

　シンポジウムの冒頭、金沢和夫兵庫県副知事は、参
加者に歓迎の意を表した後、コウノトリの野生復帰を
含む、兵庫県での生物多様性保全活動とその成果を紹
介しました。
　この取組において、絶滅の危機に瀕しているコウノ
トリを現在では46羽まで繁殖させました。また、副知
事はこうした生物多様性保全に係る取組を促進するた
めの県民緑税の重要性について説明しました。

基調講演：「私たちの未来と生物多様性」
　鷲谷いづみ　東京大学大学院教授は、生物多様性の
現状を認識し、近い将来それをどのように改善できる
かということが、人類の未来の鍵を握るだろうと、生
物の多様性保全の重要性を述べました。
　同教授は、日本の生物の多様性の現状を評価するた
めに生物多様性総合評価検討委員会によって行われた
総合的評価である「生物多様性総合評価」の結果を紹
介しました。
　また同教授は、人々の生物多様性保全への認識が、
生物多様性の喪失にブレーキをかけて、より良い未来
への道すじを創り出す最も効果的なアプローチの１つ
になることを強調しました。

セッション１：「生物多様性と生態系サービス」
　椿　宜高　京都大学生態学研究センター長は、生物
多様性と生態系サービスの概念を参加者に紹介しまし
た。生態系サービスは、自然生態系およびそれらを作
る種が、人間の人生を支えて充足する状態と過程で
す。同センター長は、非常に想像的な質問を参加者に
投げかけることによって、生態系サービスの重要性を
強調しました。人間が月に向かって飛びたかったな
ら、何百万もの種の中からどれを持っていくであろう
こと、またたとえ種を厳選したとしても、種のリスト
は非常に長くなるだろうと述べました。

　谷内茂雄　西太平洋・アジア地域の生物多様性ネッ
トワーク事務局員は、滋賀県の琵琶湖において、生物
多様性を分析、モニターする際に行った研究結果につ
いて説明しました。同局員の研究チームは、地理的な
データセット(1947年と2001年の歴史的な地理的な画
像比較)と地域の共同体の社会学の調査の両方を用い

ました。そして研究では、差し迫った問題について議
論する場合、合理的な方法より、むしろ感情的な説明
の方が農業者及び地域共同体を説得させるにあたって
効果的であることを示しました。

　ジェームズ・ピーターズ　大メコン河流域環境活動
センターチーフアドバイザーは、生物多様性保全を支
持して生態系サービス市場を活性化させるアジア開発
銀行の取組と、大メコン河流域の気候変動適応戦略に
関するコアプログラムを紹介しました。説明の中で
は、生物多様性問題には国境がないことを例証し、経
済発展との非常に親密な関係を持っていることを述べ
ました。したがって、生物多様性保全は、包括的なア
プローチを必要として、(経済、都市、戦略など)すべ
てのタイプの計画に組み入れられる必要があると述べ
ました。

　中尾文子　国際連合大学高等研究所研究員は、地
域社会と生態学の景観形成として国際的に知られ
ている、"Satoyama"の概念について説明しました。
"Satoyama"イニシアティブでは、社会に自然との調和
を認識させ、社会経済活動(農林業などの)における持
続可能性と自然な風景の保護のバランスを促進するこ
とを思い描きます。そのようなライフスタイルは多く
の国の一般的な伝統的な習慣でしたが、里山の風景
は、今日、急速な都市化と開発の圧力に直面していま
す。日本政府と国連大学は、この考え方を推進し、地
球的規模における取組を促進します。

セッション２：「生物多様性とNGO・NPO、市民の
　　　　　　　　 関わり」
　このセッションで、生物多様性条約市民ネットワー
クの道家哲平氏は、生物多様性条約第10回締約国会議
（CBD　COP10）開催に向けて市民の活動と役割を
紹介しました。同氏は、市民団体がCOPで発言する
機会を与えられていること、今回のCOPはCBDをい
かなる他の国際会議よりも市民参加型であることに言
及しました。同氏は日本での生物多様性条約市民ネッ
トワークの活動を行っていますが、地元の住民がどの
ようにCBDの目標に貢献できるかをグローバルに伝
えています。

　「本当の仕事は時間と努力がかかります。」と伝え
た、三木自然愛好研究会の小倉　滋氏は、かつて絶滅
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した種を地域社会に戻すために何年間も働いていまし
た。例えば、コミュニティーガーデンに笹百合を生息
させるのに５年間の激しい仕事と慎重な保育を要しま
した。そして、以前生息していた場所にギフチョウを
戻すために10年間の仕事を行いました。同氏のグルー
プは、現在、三木市域に生物の多様性を保存するため
一生懸命活動を行っています。地方自治体の協力を得
て、このグループは次世代の方々や小学生などと活動
を推進しています。

　地域での協働に関して話す中で、兵庫・水辺ネット
ワークの安井幸男氏は、地域全体の環境保全活動の一
部が地元住民と協働して行われたこと、それらがどう
生物多様性保全に向かって進められているかを説明し
ました。同氏は、土地所有者、水利権所有者、自治会
等、地元の学校、公的機関、専門家やNPO団体や、
生物多様性保全において未来に伝えていく上で重要な
役割を担う子供が、パートナーシップを確立していく
必要性を強調しました。

　また、海外から優れた生物多様性保全活動も報告さ
れました。アナック・パッタナヴィボーン野生生物保
全論研究会タイ支部タイ・カントリープログラム・ダ
イレクターは、タイ南部のブード山でサイチョウを救
う取組を紹介するために招待されました。サイチョウ
は、非常に高い市場価格で取引されるため、巣の密猟
と破壊など、地元の村人に手広く脅かされていまし
た。サイチョウ保護チームは、狩猟地域の住民に効果
的に働きかけ、今ではハンターは代わりにサイチョウ
を警備するようになりました。同氏は、彼らが日本を
含む諸国また様々な国際機関から受けている支援につ
いても言及しました。

「総合セッション」パネルディスカッション
　パネルディスカッションで鷲谷教授は、生物多様性
Hyogo市民宣言に関するコメントをパネリストに問い
かけました。そして、同教授は、誰もが日常生活でど
のように生物多様性を保全できるかを考えながら活動
するよう奨励しました。発言者、参加者はこの市民宣
言に賛辞を送りました。
　参加者との質疑応答では、”Satoyama”イニシア
ティブへの非常に高い関心が寄せられました。また兵
庫県や地域の保全団体によって実行された活動を知る
ことができ、満足した様子でした。国際的で興味深い

活動の発表も好評でした。これからのイベント等に
は、このような全球レベルの事例も取り入れるよう要
求がありました。
　また、いくつか提起された問題がありました。ある
女性は、奥山の荒廃した様子を指摘した上で、熊や猪
のような動物が食物を探して人里にやってくるなど、
身近なところから見つめていくよう、政府や自治体に
問題を提起しました。

閉会
　鷲谷教授は、参加者全員に感謝の意を表しました。
そして、生物多様性を保全することに向かって、だれ
もがよく考え、行動するよう奨励することによって、
議論を終えました。

［基調講演　発表資料］
■基調講演　「私たちの未来と生物多様性」　　　　
――――――――――――――――――――――――
鷲谷　いづみ　（わしたに　いづみ）
　1972年東京大学理学部生物学科卒業。1978年東京大
学大学院理学系研究科博士課程修了（理学博士学位取
得）。1986年８月　筑波大学生物科学系講師。1992年
９月　筑波大学生物科学系助教授。2000年１月　東京
大学大学院農学生命科学研究科教授。現在に至る。日
本学術会議会員、中央環境審議会委員、林政審議会委
員。

　専門は生態学、保全
生態学。生物多様性の
保全と自然再生に係わ
る幅広いテーマの研究
に取り組んでいる。
著書に『<生物多様
性>入門』（岩波書

店）『にっぽん自然再生紀行』（岩波科学ライブラ
リー）、『天と地と人の間で――生態学から広がる世
界』（岩波書店）、『サクラソウの目――保全生態学
とは何か』（地人書館）、『絵でわかる生態系のしく
み』（講談社）、『現代生物科学入門６　地球環境と
保全生物学』（共著，岩波書店）など多数。
――――――――――――――――――――――――
　私たちの未来は、現在の生物多様性の状態と近未来
にその状態がどう改善されるかに大きく依存する。
　なぜそうなのか、それについてはシンポジウム第二
部での詳しい討議に譲ることにして、ここでは、私た
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ち自身と子や孫の将来の暮らしを直接・間接に大きく
影響する「生物多様性の現状」について認識を共有す
るために、日本の生物多様性の現状評価「生物多様性
総合評価」の結果を概観する。国際的な現状評価とし
ては、生物多様性事務局が５月に発表した地球規模生
物多様性概況第三版に、生物多様性条約第10回締約国
会議の主要議題である「2010年目標の達成状況」の評
価がまとめられている。マスコミなどでも紹介されて
いるように、その結論は、目標達成の「失敗」であ
る。
　日本は、世界に34箇所見いだされている生物多様性
ホットスポットの一つであり、その保全は世界的にみ
て重要な課題である。生物多様性ホットスポットと
は、本来は生物多様性が豊かで固有性が高いにもかか
わらず、その損失の危機が深まっている場所をさす。
本来の豊かさは、地史的、自然的条件だけでなく、里
山に支えられた水田稲作と暮らしの在り方、そのため
の土地利用（SATOYAMA）にも依存すると考えら
れる。
　日本の生物多様性の現状を評価するために実施さ
れたのが、生物多様性総合評価（Japan Biodiversity 
Outlook; JBO http//www.biodic.go.jp/biodiversity/）
である。評価は、環境省が設置した生物多様性総合評
価検討委員会によって実施され、その結果は、2010年
５月に生物多様性総合評価報告書として公表された。
JBOでは、1950年代後半から現在までを評価の対象期
間とし、生物多様性への影響要因（影響の大きさ）と
状態（損失の大きさ）などを30の指標等で評価され
た。
　現行の生物多様性国家戦略2010にならい、影響要因
を、「３つの危機」と「地球温暖化の危機」に整理し
ている。総合評価においても、影響要因を、「第１の
危機（開発・改変、直接的利用、水質汚濁）」、「第
２の危機（里地里山等の利用・管理の縮小）」、「第
３の危機（外来種・化学物質）」、「地球温暖化の危
機」に分け、また、日本列島にみられる生態系を「森
林生態系」、「農地生態系」、「都市生態系」、「陸
水生態系」、「沿岸・海洋生態系」、「島嶼生態系」
の６タイプに分けて評価がなされた。既存のデータが
十分ではないため、野生生物や生態系に関する「専門
家の意見」を広く収集し、専門家の眼を通した客観的
評価が試みられた。
　影響要因としては、絶滅危惧種の分類群ごとの危機
要因の相対的重要性をみると明らかなように、「第１

　の危機（開発・改変、直接的利用、水質汚濁）」、
とりわけ開発・改変の影響が最も甚大であったと、結
論された。「第２の危機（里地里山での人間活動の縮
小）」の顕著な例としては、利用・管理が継続される
草原の減少が、一部の植物や昆虫種の絶滅要因となっ
ていることがあげられた。第３の危機（外来種、化学
物質）のうち、侵略的な外来種の分布拡大はとくに顕
著で、影響は急速に強まりつつある。これらにの問題
に対しては、これまでさまざまな対策が進められてき
たが、その効果は限定的であったと結論された。間接
的な影響力である社会経済活動の作用があまりに大き
く、それに比して対策には十分な資源が配分されてい
ないからである。
　JBOでは、データの制約が陸上以上に大きい海域の
生物多様性も評価対象とした。日本列島では、沿岸域
に人口や産業が集中している。そのため、高度経済成
長期以降、沿岸の生態系には特に大きな環境負荷がも
たらされてきた。埋立・浚渫（しゅんせつ）、海砂利
（海砂等）の採取、人工構造物の建設などによる開
発・改変によって、浅海域の生態系である干潟、藻
場、サンゴ礁、自然の砂浜などはすでに大幅に減少し
た。高度経済成長期の1950年代後半から1980年頃まで
は、毎年約40㎢の浅海域が埋め立てられ、1970年代か
ら1990年代後半までの海砂利（海砂等）の採取量は、
毎年約7,000万t～9,000万t以上にものぼった。1990年
以降の埋め立ては年間10㎢程度、海砂採取は4,000万t
以下に減少したが、いまだに沿岸域の改変が続いてい
る。
　瀬戸内海、有明海・八代海等では、海砂利（海砂
等）の採取が頻繁に行われたことにより、潮流によっ
て浅瀬に形成されスナメリやナメクジウオなどの重要
な生息場所である砂堆の多くが失われた。海砂利（海
砂等）の採取はアマモ場の減少、貧酸素水塊の発生や
底生生物の生息環境の悪化をもたらしたと推測され
る。
　生物多様性総合評価の結論を要約すると次のように
なる。
　１．人間活動にともなうわが国の生物多様性の損失
は全ての生態系に及んでおり、損失は今でも継続して
いる。
　２．特に、陸水生態系、沿岸・海洋生態系、島嶼生
態系における損失が大きい。
　３．損失の要因としては、「第１の危機」、とりわ
け開発・改変の影響がもっとも大きい。「第２の危
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機」は現在なお増大している。近年、「第３の危機」
のうち外来種の影響が顕著である。「地球温暖化の危
機」は、特に一部の脆弱な生態系で懸念される。これ
らに対して様々な対策が進められてきたが、間接的な
要因として作用しているわが国の社会経済の大きな変
化の前には、必ずしも十分な効果を発揮できていな
い。
　４．現在の物質的に豊かで便利な国民生活は、過去
50年の国内の生物多様性の損失と国外からの生態系の
サービスの供給の上に築かれた。2010年以降、過去
の開発・改変による影響が継続すること（第１の危
機）、里地里山の利用・管理の縮小が深刻さを増して
いくこと（第２の危機）、一部の外来種の定着・拡大
がすすむこと（第３の危機）、地球温暖化がいっそう
進むこと（第３の危機）でさらなる損失を生じさせる
ことが予想されることから、間接的な要因をも考慮し
た対応がもとめられる。
　５．陸水生態系、島嶼生態系、沿岸生態系における
生物多様性の損失の一部は、今後、不可逆的な変化を
引き起こすなど、重大な損失に発展するおそれがあ
る。

　この総合評価を実施することで、個別の種の状態な
どを把握するためのデータが圧倒的に不足しているこ
とが明らかにされた。広域・高密度なデータの取得の
ための生物多様性モニタリングには、市民の参加が欠
かせない。市民が楽しみながら、また深く生物とふれ
合いながら実施する生物多様性モニタリングは、生物
多様性の損失を止め、豊かな未来を築くための重要な
活動領域の一つである。
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